予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：地域振興対策費
	事業名　ふるさとぎふ振興寄附金募集事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

清流の国推進部　清流の国づくり政策課　移住定住係　
電話番号：058-272-1111（内2064）
E-mail：c11122@pref.gifu.lg.jp　
１　事業費　　　4,576千円（前年度予算額：3,400千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,400

	要求額
	4,576
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,576

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・ふるさと納税（個人住民税等における寄附金税制）と、当該寄付金で行う県の施策を広く発信し、岐阜県を応援したいという方からの寄付を県外在住者中心に幅広く募る。
（２）事業内容

〇「ふるさと納税特典パンフレット」の作成・配布
・県産品等のＰＲを積極的に行うため、特典パンフレットを作成し、主に県外で開催される観光物産イベントや各県人会などへ配布することにより、県産品のＰＲとともに県への寄付の呼びかけを行う。

○クレジットカード決済等の環境整備
・平成２７年度からワンストップサービスを導入し、即時決済の仕組みを構築している。
○寄付特典の贈呈
・一定金額以上の寄付をいただいた方に県産品を贈呈する。
◇対象者：県外在住の10,000円以上の寄付者

◇特　典： 10,000円以上「パートナー企業商品」（ 2,500円程度）

　　　　　　　　　 30,000円以上「パートナー企業商品」（ 6,000円程度）
                   50,000円以上「パートナー企業商品」（ 7,500円程度）

100,000円以上「パートナー企業商品」（10,000円程度）

（３）県負担・補助率の考え方

　　県への寄付を募るためのＰＲ経費等であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	3,276
	パートナー企業業務依頼費

	旅費
	164
	ＰＲ旅費

	需用費
	601
	特典県産品パンフレット作成費、感謝状作成費

	役務費
	530
	代行手数料、郵送料

	委託料
	5
	公報作成費

	合計
	4,576
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況（総務省自治税務局調べ）
　クレジットカード決済導入自治体：都道府県38、市町村113

　　特産品の送付自治体　　　　　　：都道府県23、市町村909
（２）後年度の財政負担
　毎年度同程度の財政負担が必要。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	ふるさと納税（個人住民税等における寄附金税制）と、寄付金で行う県の施策を広く発信し、岐阜県を応援したいという方からの寄付を県外在住者中心に幅広く募る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	寄附件数

	－
	37
（H20）
	40
（H24）
	134
（H26）
	762
（H28）
	17.6％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度［平成27年度］の取組）

	○ふるさとぎふ振興寄付金制度ＰＲ

・ふるさと納税ポータルサイト「ふるさとチョイス」によるＰＲ

・コンビニ連携を活用したパンフレット配布（観光地等周辺の14店舗）

・県人会等岐阜県ゆかりの団体へのＰＲ（パンフレット配布）

・岐阜県ファンクラブ会員及び寄付実績者への当該年度施策ＰＲ（パンフレット送付、記事掲載）

○寄付特典の付与

・岐阜を応援して下さる方に、より岐阜の魅力を知っていただくため、一定金額以上の寄付をいただいた県外の方へ県産品を贈呈。


（前年度［平成27年度］の成果）

	・寄付特典の付与や制度ＰＲの効果もあり、10月末現在ですでに平成26年度実績を上回る寄付件数となっている。

◇寄付実績（件数／金額）
平成27年度（10月末現在）…  466件／15,664千円 ※収納ベース
平成26年度　 　　　   … 134件／6,332千円


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	ふるさとぎふ振興寄付金は、平成20年度税制改正により拡充された個人住民税等における寄附金税制（いわゆる「ふるさと納税制度」）を活用した寄付制度であり、県の施策を広く発信することもつながり必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	寄付特典の付与や制度ＰＲにより寄付件数の増加が見込まれ、概ね期待通りの効果が得られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	岐阜県人会、岐阜県ファンクラブ会員や岐阜県出身者など、岐阜県にゆかりのある方を中心とした効率的なＰＲを実施できている。


（今後の課題）

	寄附特典の充実や事務処理等の見直しによる納付環境の改善はもちろんのこと、より多くの方に岐阜県を応援したいという気持ちをもっていただけるよう工夫が必要。ふるさと納税ポータルサイトを通じた寄附が多かったことから、インターネットを活用した広報の充実を検討。


（次年度の方向性）
	ふるさと納税を活用した県産品等のＰＲを積極的に推進するとともに、利便性を向上させながら更なる財源確保を図る。

また、寄付金で行う県の施策を広く発信し、岐阜県を応援したいという方からの寄付を県外在住者中心に幅広く募る。


